
労働者派遣法第 30条の４第１項の規定に基づく労使協定 

 

 

株式会社ＳＤクリエイティブスタッフと株式会社ＳＤクリエイティブスタッフの過半数労働者代表は、 

労働者派遣法第 30条の４第１項の規定に関し、次のとおり協定する。 

 

 

（対象となる派遣労働者の範囲） 

第 １条 本協定は、全派遣社員に適用する。 

        但し、紹介予定派遣を行う場合には、派遣先均等均衡方式を採用する場合がある。 

２ 対象従業員については、派遣先が変更される頻度が高いことから、中長期的なキャリア形成を 

行い所得の不安定化を防ぐ等のため、本労使協定の対象とする。 

３ 甲は、対象従業員について、一の労働契約の契約期間中に、特段の事情がない限り、本協定の 

適用を除外しないものとする。 

 

 

（賃金の構成） 

第 ２条 派遣社員の賃金は、基準内賃金、時間外労働手当、深夜・休日労働手当及び通勤手当とする。 

２ 基準内賃金とは、基本給に賞与相当額及び退職金相当額を加えたものをいい、時間外労働手当 

及び深夜・休日労働手当の基礎となる賃金をいう。 

 

（賃金の決定方法）  

第 ３条 派遣社員の基本給及び賞与相当額の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の 

平均的な賃金の額」は別表１のとおりとする。 

 

(1)比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働者の職種は、「令和 3年 8月 6日職発 0806 

第３号「令和４年度の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

第 30条の４第１項第２号イに定める「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」等に 

ついて」（以下「通達」という。）に定める「職業安定業務統計」（厚生労働省）の中分類「09建 

築・土木技術者」「22美術家、デザイナー等」「25一般事務員」「31事務用機器操作」とする。 

(2)通勤手当については、基準内賃金とは分離し、第８条のとおりとする。 

(3)地域調整については、通達に定める「地域指数」の「東京都」、「神奈川県」「千葉県」「埼玉県」「茨城県」 

「栃木県」「群馬県」「静岡県」「愛知県」、「大阪府」「兵庫県」「京都府」「滋賀県」「奈良県」「和歌山県」 

「福岡県」により調整する。  

(4)退職手当の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額」については、

通達の第３の４に定める合算により比較する方法とする。 

 

 

 

 



（賃金額） 

第 ４条 基本給、賞与相当額及び退職金相当額は、別表１の同種の業務に従事する一般の労働者の 

平均的賃金額に退職金相当額を加えた額と同等以上であること満たした別表２のとおりとする。 

 

（賃金改定） 

第 ５条 株式会社 SD クリエイティブスタッフは、第９条の規定による派遣社員の勤務評価を別表３に 

基づいて行った結果、職務の内容等について向上が認められた場合は基本給、賞与相当額及び

退職金相当額の改善を行う。 

２ 前項の定めにかかわらず、勤務評価の結果が著しく悪い場合は降給を行うことがある。 

 

（退職金） 

第 ６条 退職金相当額は、一般の労働者の退職金に相当する額と同等以上を確保するため、退職金前払い 

方式を選択し、基本給及び賞与相当額に６％を乗じた額（１円未満の端数切り上げ）を退職金相当

額とする。（別表１に記載） 

 

（時間外手当） 

第 ７条 時間外労働手当及び深夜・休日労働手当は、労働基準法の定めに従って支給する。 

 

（通勤手当） 

第 ８条 通勤手当は、公共交通機関を利用して通勤する派遣社員に対して、会社が認める経済的最短経路

に基づく実費を支給するものとする。基本的に 3 か月以上の契約に関しては定期代の支給、諸事

情により在宅勤務等により出勤しない日数がある場合には実費精算とする。 

ただし、派遣先の就業場所と派遣社員の居住地とが、2Ｋｍ未満の場合は、支給しないものとする。 

 

（賃金の決定に当たっての評価）  

第 ９条 基本給、賞与相当額及び退職金相当額は、毎年２月１日に行う勤務評価の結果に基づいて決定し、

基本給、賞与相当額及び退職金相当額の改定を実施する場合は、契約更新にあたる 4 月 1 日若

しくは次回契約更新時からとする。勤務評価は別表３によって実施する。 

 

（賃金以外の待遇）  

第 10条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇については、職務の 

内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲、その他の事情を勘案して通常の労働者（派遣 

労働者を除く。）との均等・均衡待遇を保つものとする。 

【慶弔休暇の付与に関して】 

・結婚休暇：派遣社員本人が婚姻した場合： 2日間（有給） 

・派遣社員の配偶者が死亡した場合： 3日間（有給） 

・派遣社員の一親等以内の親族が亡くなった場合： 2日間（有給） 

 

 

 

 



（教育訓練） 

第 11 条 労働者派遣法第 30 条の２に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき別途定める

「SD クリエイティブスタッフ社教育訓練実施計画」に従って実施する。 

 

（その他） 

第 12条 本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。 

2  本協定に定めた事項についても、労使で誠実に協議して合意したものについては 

改定する。 

 

（有効期間）  

第 13条 本協定の有効期間は、2024年４月１日から 2025年３月 31日までの１年間とする。 

 

 

 202４年 ３ 月 ３１ 日  

株式会社 SD クリエイティブスタッフ 

代表取締役  入山 啓司   

 

過半数労働者代表     

 山内 梓 


